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高齢者が住み続けられるマンション再生について
増　永　理　彦
はじめに
戦後、大都市圏において戦災による住宅不足と経済成長期の人口集中による 2つの厖大な住宅需
要の受け皿として、公共、民間による大量の住宅が建設・供給された。マスハウジングの時代である。
この時期以降に建設されたマンション（注 1）のストックはおおよそ 850 万戸あり、そこでの居住者は
2000 万人を越え、戸建住宅と並んで “ 国民的住居 ” のひとつになった。初期に建てられマンション
は順次、老朽化・陳腐化し、かつ耐震性・耐久性そして耐用性に問題が生じてきている。その結果、
再生（注 2）の必要に迫られ、公的賃貸マンションは 20 年以上も前から、分譲マンションでは近年で
あるが、順次建替えられつつある。
一方、マンション居住者にも高齢化、単身・小世帯化、低所得化が進み、当然のことながら古い
マンションほどその傾向が強い。このような中、これまでのマンション再生といえば、賃、分に関
係なく建替え一辺倒であり、特に高齢者が住み続けたいと思っても住み続けられない事態も生じて
いる。この事態をどう打開していくのか、公的住宅政策が大縮減し、住宅供給の民間事業化の大き
な流れの中で、問題が深刻化してきている。
本小稿では、高齢者にとって住み続けが大事であり、そのためにも、マンション再生はリニュー
アルを中心に実施すべきことを述べたい。
1．人と人とのつながりの変化
戦後、地方の農村・山村・漁村から大都市へ人口が集中し、労働者・勤労者層は、郊外の団地やニュー
タウンのマンションあるいは戸建住宅に住みついた。地方の村々におけるしがらみの多いかつ不自
由な “ ムラ社会 ” から出て、東京や大阪などの大都会で自由で伸びやかな都市生活を送ることが先
進的な現代生活であると思われ、憧れにもなった。
この、おおよそ 1950 年～ 1970 年代頃は、居住地域でのコミュニティの形成よりも、むしろ各家庭、
各家族個々人が自由に振舞いかつプライバシー確保に重きが置かれていた。父親は企業に縛られな
がらモーレツに働くことが “ 善 ” とされた時代でもあった。父親は住まいを中心にした居住地での
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生活よりも、会社・職場での人間関係をむしろ大事にし、単身赴任もいとわなかった。このことを
家族や社会もよしとするか黙認するような時代であり、まして居住地で住み続けることは重要視さ
れなかった。この時期における地域社会では、次章に述べるような家族の変容も顕著ではなかった。
もちろん、「高齢者」も登場しなかったのである。
ところが、1970 年代の石油ショック以降は経済の低成長化とともに、生活が徐々にしかし確実に
変化してきている。現代日本の都市近隣社会や居住地では、反社会的・否定的動きとそれに対抗す
るかのような積極的・建設的・前進的な動きの大きく 2つの流れがあるように思える。
まず、前者は、近年、かつては経験しなかった様々な事件が起こり、急速な都市社会の変容に驚
かされていることである。2～30年前はほとんど無かった親の子どもへのDV、金銭の絡んだ親殺し・
子殺し、無差別殺人、そして相変わらずの多額に上るオレオレ詐欺、主婦・学生の麻薬汚染あるい
は法外な工事費が請求されるリフォームなど、眉をひそめ、心の痛む信じがたい凶悪な事件や社会
的犯罪が日常茶飯事のように起こっている。このようなことが日々、テレビで放映され新聞に書か
れている。以上のような事案の因果関係は複雑であり、単純には言えないが、居住地域での家族内
人間関係や近隣での顔見知りの減少、あるいは頻繁な住み替えによってコミュニティが希薄になっ
てきていることと無関係ではないと思われる。
一方、後者については近年クローズアップされてきているが、居住地における献身的なコミュニ
ティ形成への努力やお互いが助け合うボランティアあるいは NPO活動などの興隆である。コミュ
ニティは、少なくとも創り上げるには人々の努力と多くの時間がかかる。それだけに、出来上がっ
たそのストックは貴重な社会的財産である。一方また、コミュニティ形成プロセスにおいては、同
時に文化や精神的なものも育まれる。そして家族、近隣、地域の様々な組織・団体などとのじっく
り落ち着いた交流のなかで、居住者同士がつながり、近隣への愛着が湧いていく。
あるいは、居住地域において社会的に有意義な NPO活動やボランティア活動を重視した地域お
こし・まちづくり・まち育て、あるいは、居住地での気のあった知人との交流を重視する傾向も強まっ
ている。父親も職場での人間関係だけではなく、仕事を離れて、同じ趣味やスポーツ集団を大事にし、
居住地でのこのような交流に参加しだしている。職場組織を束ねた飲み会や団体旅行なども減少し
ている。かつてのモーレツ社員から脱却して、家族を大事にして、地域でのコミュニティ活動にもウェ
イトを置きつつある。かつての高度経済成長期から低成長期になり、ゼロあるいはマイナス成長の
時代である。世界トップクラスの GDPを誇る日本であるが、その経済成長よりも、家族の安定し
た生活、地域での近隣との交流あるいは自分らしくつつましやかに日々を送ることこそが ” しあわ
せ “なのであるとの認識が、少ずつではあるが広まりつつある。
他方、世界レベルでの深刻な環境破壊、温暖化の進行は人類そのものの危機にある。これらを背
景に、個人生活のレベルでは、ロハス、スローライフ、エコライフあるいはサスティナビリティといっ
たキーワードによって表現される、環境との共生を重視した生活を志向する人たちも増加している。
環境に負荷をかけず居住環境との調和を図ることにより、健康で快適な生活を送ろうというムーブ
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メントである。ごく身の回りでの居住空間における自然や社会での共生が注目されつつある。
これらの居住地域での 2つの潮流は、複雑に絡み合いながら、ベクトルは地域社会での人間関係・
人的交流を促進する方向にあるといえよう。また、同時に地域での住み続けを指向するインセンティ
ブにもなり、逆に住み続けることにより、コミュニティや環境問題を考えながらの地域生活も変化・
発展させることにもつながりつつある。
2．変容する家族と高齢者
一筋縄ではいかないが地域社会あるいは居住地の様相ではあるが、前項のように、そこでのコミュ
ニティ形成あるいは住み続けへの志向が高まりつつあるように思える。
他方コミュニティ構成の最小単位である家族もまた、大きく変容しつつある。
まずは家族形態である。具体的には、
①小規模世帯化・・・子どもが減り単身者や夫婦のみの家族が増え、家族が小規模化している（2020
年には全都道府県で一人世帯が最大化（「朝日新聞」朝刊大阪版・091219））。
②未婚、離婚による単身、母子・父子世帯の増加・・・例えば 30 ～ 40 歳代になっても結婚しな
い男性、女性が増えている。一旦結婚しても離婚し独身に戻り、あるいは母子・父子世帯を形成する。
③高齢者のいる世帯の増加・・・高齢者が増え続け、高齢者のいる世帯あるいは高齢者のみで構
成される単身や夫婦のみの世帯が増加している（全国で高齢者ひとり世帯は 2030 年には 34．7％と
予想され、2005 年に比べ倍加（「朝日新聞」朝刊大阪版・091219））。
④三世代家族や核家族の減少・・・三世代家族や核家族は戦前から高度成長期にかけて、ごく一
般的な家族形態であったのが、今や多様な家族形態の一つになりつつある。
これらの家族形態の変容は家族機能の低下を促進する。
子育て、保育、教育、看護あるいは介護といった、かつては家族内で行なわれてきた基本的な機
能がうまく働かなくなってきている。働きたい母親が増えることで社会的な保育需要が増加してい
るが、公的な保育所は十分に用意されていない。家族内でのコミュニケーション、しつけあるいは
教育不足もあって、子どもや青年の公空間や公的交通機関での、思わず眉をひそめる行動もよく見
かける。高齢者も増え、家庭内での介護・看護は難しくなってきている。
これらの家族機能の変化の結果、居住地域をベースにした福祉や教育、医療あるいは介護といっ
た面で、まずは公的施策を充実させることが重要であり、足りないところは地域からの支援や相互
扶助・共助などが必要とされている。そのベースの一つになるのは居住地・地域社会でのコミュニケー
ションや結びつきである。これらを醸成していくには、地域に住み続けることが大きな誘因となる。
とりわけ、高齢者にとって家族の変容は深刻である。今や、「子どもとは一緒に住めない」あるい
は「親との同居は困る」と双方が考える親も子も増えつつあるが、そのこともあって、単身や夫婦
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の高齢世帯が増えている。また、子ども家族が近隣に居住していれば頼れるが、今やそれもあまり
期待できない。たとえ子ども家族が近くに居ても、子どもたちも自分の生活があり、ライフスタイ
ルが異なるなどで当てになるものではない。このような事情から、高齢者が子ども世帯に頼ることは、
家族や個人的レベルでの解決が困難化している。したがって、“家族資源 ”に頼らずに、高齢者自ら
が、地域での居場所や生活関連施設整備あるいは人的交流を促進する活動を展開しなければならな
い時代になってきている。
3．コミュニティが高齢者を支える
みてきたように、都市社会が大きく変容し、家族の形態や機能が変わりつつある今日、近隣地域
や居住地では日常の生活を大事にした地域コミュニティの形成が求められている。
特に、高齢者など弱者にとって、居住地での日常生活を安全に・安心にかつ、できれば快適に送っ
ていくことが願いであり、その願いの実現のためには、コミュニティは大事である。高齢者、障が
い者、子ども、母子家庭など生活弱者にとっては、近隣関係の維持が日々のいのち綱であるといっ
てもよい。弱者は必然的に助け合いが不可欠でかつ極めて大事である。
大都市居住高齢者の多くは、高度経済成長期に地方から出てきて、必死で働き、家庭を築き、子
育てをして、子どもを一人前にしてリタイアした。都会に住み慣れて、いまさら出身地の田舎に帰
ることは出来ない。帰る場所も無い場合もある。子どもが気を利かして、親を子どもの住まいに招
く「呼び寄せ老人」も、環境が変わり体調を悪化させあるいは認知症などを発症することもある。
環境の変化といえば、公的賃貸マンションの建替えをみても、同じ団地内での戻り入居者も友人・
近隣・住戸との断絶により、精神的に回復しがたいほどの大きなダメージを受ける。高齢者にとっ
て生活環境の急変は、心身共に影響が大きいことは肝に銘ずべきである。
配偶者が健在ならまだしも、単身居住を余儀なくされ一人になると人との交流がいっそう億劫に
なる。独居高齢者にとって、生活は不安で、行くところがないあるいは居場所がない、友人や相談
相手がいないとなると、閉じこもりがちになり孤独死も少なくない。居住地あるいは団地での安否
確認、見守りあるいは近隣での人的交流がますます不可欠になってくる。
また、何れ介護問題も出てくる。配偶者など家族の支援があれば “ だましだまし ” での対応もで
きよう。子どもが近くに住んでいても、その子ども等が十分世話できる時間と経済的余裕があるわ
けではない。子どもや家族に期待できない状況が一層進んでいる。また、現在では心身機能が大幅
に低下したからといっても、適切な特別擁護老人ホームやグループホームに簡単に入れるわけでは
ない。待機者が多く、入所を申し込んでもいつ入所できるか判らない。
以上のような、現下の差し迫った介護の必要性、あるいは介護予防のためにも居住地・団地での
居住者間でのお互いの手助けや見守りなどが必要で、そのための日頃からの近所づきあいが欠かせ
ない。
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このようなことから、マンションや団地においても、自治会活動や NPOあるいはボランティア
などによる、高齢者が安心・安全に生活できるように支援のためのコミュニティ活動が各地で立ち
上がってきている。高齢者誰もが、家族に頼ることなく、地域で安心・快適に生活できるための、
医療・保健あるいは福祉を含めた、“居住福祉 ”をどう実現していくのか。居住地、団地あるいはマ
ンションでもコミュニティの形成が大きな役割を持っている。
4．建替え一辺到のマンション再生
居住地の近隣社会、家族あるいは高齢者が変容していく中で、高齢者の安全・安心居住にはコミュ
ニティの形成が重要であることを述べてきた。その近隣交流あるいはコミュニティを創り展開させ
ていくというソフト面と同時に物的な居住空間を住みやすいものにしていくことも大事である。こ
のソフトとハードの両方が車の両輪として進んでいくことにより快適な居住が実現できる。マンショ
ン再生においてもしかりである。
ところで、どのマンションも建設され完成時がピークで、以降劣化が始まる。劣化に対しては、
保全が必要となる。できる限りマンションの完成時における性能・機能あるいは美観などを維持さ
せることが保全である。具体的には、必要に応じて修繕や補修工事を実施する。ところが、年月が
経つと、保全ではカバーできないほどの劣化が進み、リニューアル工事が必要になる。また、住宅
関連設備が陳腐化する一方、新たな設備が研究開発され製品化される。例えば、新たな台所、風呂、
洗面、トイレなどの設備部品や製品機器が続々と研究開発され、居住者も新しい設備への要求が強
くなる。あるいは、居住者の家族構成が変化し、居住者の住まいへの思いも変化、高度化するとと
もに、間取や内装の変更要求も出てくる。長い年月とともに、他の住宅へ引っ越して住み替えるのか、
今のマンションをリニューアルするのかなどへの要求が膨らみ、具体策を考え始める。
公的賃貸マンションでは、建設後 35 年を経ると、ほぼ自動的に建替えに着手してきた。公営住宅
法の「鉄筋コンクリート耐用年限 70 年の半分の 35 年で建替えてもよい」という “お墨付き ”があり、
ブルドーザーのように建替えに一路まい進する。だが、居住者も黙っているわけではない。住み続
けを希望する人は多く、そのためにも修繕やリニューアルによる再生では何故だめなのか、という
根本的意見も出る。居住者の要求をごく僅かに取り入れるが、最後は公的事業者の思う方向や事業
方針に従って建替えが進んできた。その結果高齢者など低所得層を中心に、やむなく住まいを追わ
れることになったのである。
一方、少ない事例の分譲住宅においては、「建替えか修繕か」の議論がまずなされたであろうが、
これまでの事例では、建替え派が説得力を持っている場合が多く、建替えが実施されてきた。修繕
で対応しようにも、建替え派には建替え専門の Gコン（建設施工業者）や不動産がくっついて推進
する。その道のプロであるだけに、修繕・リニューアル派はなかなか反論できず、ずるずると建替
え派が多数になり建替えが進行する。ただ、老朽化したマンションの立地する場所の利便性が高く、
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居住環境に優れていれば、つまり建替え後マンションが高く売れるような場所での建替えだと比較
的スムーズに進んできた。ところが、そうでない、例えば駅からも遠い、あるいは環境が優れない
など、端的に言って現在地価の低い地域での分譲マンションの建替えは進まない。マンション業者
も見向きもしない。分譲マンションの建替え現場では経済論理が貫徹しているのである。
5．リニューアルで住み続ける
これまでのマンション再生においては、そこでの暮らしは二の次にして公共事業としての景気対
策や経済効果を求め、あるいは、区分所有法を「改正」して、結果的には民間デベロッパーや Gコ
ンなど民間事業者の仕事を増やすことを目的に実施されてきた。
住み続けたいという高齢居住者の要求実現のためには、建替えではなくリニューアルによるマン
ション再生のほうが実現可能性は高い。なぜなら、リニューアルであると、建替えに比べ工事費用
も安く、急激な空間の変化がなく、居住者の出費も少ない。何よりもこれまでつくられてきたコミュ
ニティの断絶もない。このようなことから、高齢者も住み続けることができるのである。したがって、
マンションの再生に当たって、住み続けられることを前提にまずは「リニューアルではだめなのか。
なぜだめなのか。」を追求すべきであると考える。ただ、公的賃貸マンションと分譲マンションとで
は、すこし事情が違う。同じ集住体であるマンションではあるが、所有者が違うからである。
公的賃貸マンションの場合は、供給し所有しているのは都道府県・市町村あるいは都市再生機構・
公社など公共・公的機関であり、税金も使われており、国民的財産でもある。
このことから、再生については、
①公的機関が一方的に事業方針を立てて実施するのではなく、居住者・自治会・市民の意見をよ
く聞き、話し合ってから再生計画を立て、関係者納得のうえで実地する、
②マンションとその用地の利活用については、建替え後残地を民間事業者に売却するなどして、
その事業者が利益を得ることは、絶対避けるべきである。
③公的機関としてのマンション再生の役割は、むしろ、居住者が住み続けられるリニューアル方
策を研究・開発しあるいはモデル的な事業を行って、民間賃貸住宅再生をリードすることではなか
ろうか。かつての公営、公団や公社の三本柱の事業体は、住宅部品部材・工法あるいは設備などを
研究・開発し、民間の住宅産業やデベロッパーを指導・育成して先導的な役割を果たした。現在で
もその重要性は生きている。
④温暖化ガス削減など近年環境問題が喫緊であるが、マンション含め建築行為は自然を破壊する。
環境共生の観点からしても、公的機関はマンション再生において、マンションをつぶして “ もった
いない ”ことを続けるのではなく、リニューアルを第一義とするべきである。　
一方分譲マンション再生の場合はどうか。
公的賃貸マンション同様、上述のように住み続けられることを目標にリニューアルが基本である
－ 63 －
のは変わらない。ただ、再生の方針を管理組合として方針を立てる場合、居住者や管理組合で時間
をかけてよく議論しながら、当該マンションの全棟につき、老朽度、耐久性あるいは耐震性を科学
的に調査し、建替えと修繕で費用を比較して、修繕に過分の費用が必要なのかどうかを明確にする
ことがまず大事である。その後、全員の居住者・区分所有者が住み続けることを希望する場合はそ
れを最大尊重し、リニューアル計画を打ち出すべきである。ただ、あまりにも老朽化がひどく、修
繕やリニューアルでは費用がかかりすぎるような場合は、部分的な建替えの棟があってもやむをえ
ない。
注
注 1：
　 1．マンション
　 　日本では一般には分譲の中高層集合住宅を指すが、本小稿では、これに加えて公的（公営、都
市再生機構、公社）賃貸中高層住宅も含んでいる。
　 2．再生
　 　リニューアルとは、竣工時のマンションの有する機能・性能を維持するといった修繕や修理・
補修と異なり、新たな機能・性能を付加する改善・改修のことである。本小稿における再生はリ
ニューアルと建替えを含めて考えている。
注 2：
 　本小稿は、近々出版予定の（仮称）「高齢者が住み続けられるマンション再生」の一部である。
出版後、併せて読んでいただければ幸いである。
